
災害・オウム対策調査特別委員会 

報告資料 

令和４年１２月１６日 

報告事項件名 頁 

１ 【追加】オウム真理教対策関係市区町連絡会による法務大臣 

及び公安調査庁長官への要請行動について ・・・・・・・・・・・・・・・・ ２ 

２ 防災無線テレホン案内（テレドーム）の代替サービス（案） 

及び周知方法について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 

（危機管理部）



災害・オウム対策調査特別委員会報告資料 

令和４年１２月１６日 

件   名 
【追加】オウム真理教対策関係市区町連絡会による法務大臣及び公安調査

庁長官への要請行動について 

所管部課名 危機管理部 危機管理課 

内   容 

オウム真理教対策関係市区町連絡会（会長 足立区長）による法務大臣及び

公安調査庁長官への要請行動について、以下のとおり報告する。 

 

１ 日 時 

  令和４年１２月２０日（火） 

 

２ 場 所 

 法務省及び公安調査庁 

 

３ 出席者 

  ・ オウム真理教対策関係市区町連絡会加入自治体代表 

  ・ 各オウム真理教対策住民協議会 

  ・ 各オウム真理教対策議員連盟 

 

４ 主な内容 

・ 観察処分の期限撤廃 

・ 団体の活動に対する規制強化 

・ オウム真理教問題の解決に向けた法整備を行い、適切な措置を講ずる

こと 

問題点・ 

今後の方針 
今後も関係機関と連携し、適切に対応を進めていく。 
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災害・オウム対策調査特別委員会報告資料 
 令和４年１２月１６日 

件   名 
防災無線テレホン案内（テレドーム）の代替サービス（案）及び周

知方法について 

所管部課名 総合防災対策室 災害対策課 

内   容 

防災無線テレホン案内（テレドーム）の代替サービス（案）及びその

周知方法について、以下のとおり報告する。 

１ 代替サービスの概要 

現在、利用している防災無線テレホン案内（テレドーム）は令和５年

６月３０日をもって終了する。今回、災害時など防災無線の内容を、防

災無線テレホン案内（テレドーム）と同様に、同時にたくさんの人に情

報を提供できるテレフォンサービスについて複数の事業者を比較した結

果、㈱アルカディアのサービスを採用することとする。 

（１）契約開始 令和５年１月から（予定） 

機器構築及び電話番号確定のため令和４年度中に契約 

（２）運用開始 令和５年４月１日から（予定） 

（３）機 能 等 ・ 現在導入している防災行政無線と連携が可能 

・ 約９０自治体で導入実績あり 

・ 区独自に１，０００回線を確保 

・ いつでも冒頭から放送内容を聞くことが可能 

・ テキストデータから音声を自動作成する 

（４）費  用 令和５年４月運用開始のため、各費用を１２月補正予算

に計上する。 

・ 初期費用 715,000円 

・ 月額費用 231,000円（月額 77,000円、３か月分） 

・ 連携確認費用 800,000円 

２ 代替サービスの周知方法について 

（１）現在の電話番号から新しい電話番号に変わることから、あだち広

報（令和５年５月１０日号）防災特集にて周知を行う。 

（２）修正用シール（配布済マグネット用）をあだち広報配布直後に、

全戸配布する。 

（３）出水期となる令和５年６月末まで

に配布するため、令和４年度中に印

刷を行うため費用を１２月補正予算

に計上する。 

・ シール印刷費 6,072千円 

 

 

 
令和４年６月配布のマグネット 
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３ 今後の予定 

令和４年１２月 １２月補正予算を計上 

令和５年 １月 
業者と契約し、導入作業開始、電話番号確定 

修正シール作成委託契約 

令和５年 ４月 新サービス導入、現行サービスと並行運用 

     ５月 
あだち広報（５月１０日号）災害特集にて周知 

修正シールを全戸配布 

     ６月 月末で現行サービスが終了 
 

問 題 点 

今後の方針 

１２月補正で計上した予算が議決された場合には、速やかに契約手続

きを進めていく。 
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